令和７年　８月　８日
　各施設長　様
京都市保健福祉局
健康長寿のまち・京都推進室介護ケア推進課長
（施設支援・指定担当 電話222－3800）
有料老人ホーム等の関係書類の提出について（依頼）
平素は、本市高齢者福祉行政に御理解と御協力をいただきありがとうございます。
　有料老人ホーム（有料老人ホームに該当するサービス付き高齢者向け住宅を含む）につきましては、利用者の有料老人ホームの適切な選択を支援するため老人福祉法及び「有料老人ホーム設置者等からの報告の徴収について」（平成30年3月30日付け老高発0330第3号厚生労働省老健局高齢者支援課長通知）に基づき、有料老人ホームの運営書類を提出することとされております。

　つきましては、下記のとおり、御提出いただきますようお願いいたします。
記

１　提出書類

（１）　重要事項説明書（介護サービス一覧表を含む。）
※　施設で実際に使用するもの
（２）　令和６年度 運営法人決算書・財務諸表（貸借対照表、損益計算書等）
（３）　令和６年度 施設の単年度収支が分かるもの

（４）　収支赤字理由書（（２）又は（３）の一方でも収支が赤字の場合）
（５）　運営懇談会に係る開催状況報告書
（６）　連絡先メールアドレス等調査票

　　　　※　なお、上記の他にも必要に応じて追加提出を求めることがあります。

２　作成上の注意

（１）　重要事項説明書
・　令和７年７月１日を基準日としてください。
　　　※　基準日以降の重要事項説明書を使用されている場合は、改めて基準日のものを作成いただく必要はなく、基準日以降の最新の重要事項説明書を提出してください。
（２）　令和６年度 運営法人決算書・財務諸表
・　法人単位での令和７年７月１日基準日直近年度のもの
（３）　令和６年度 施設の単年度収支が分かるもの（任意様式による）

・　施設単位での令和７年７月１日基準日直近年度のもの
・　施設開設直後で令和６年度の収支資料がない場合は、提出は不要です。
（４）　収支赤字理由書（任意様式）
・　（２）又は（３）において、一方でも収支が赤字の場合には提出してください。

・　提出にあたり、ホームページへ掲載している「収支赤字理由書（収支赤字の場合のみ提出）」を御利用頂いても結構です。
（５）　運営懇談会に係る開催状況報告書
・　運営懇談会の開催は、有料老人ホーム運営の透明性を確保する観点からも重要であると考えています。コロナ禍でやむを得ず開催できなかったなどといった御意見を多数伺ったので、５類感染症移行後に現在の状況を確認させていただくものです。前年度（令和６年度）に実施した分について、御報告をお願いします。
（６）　連絡先メールアドレス等調査票
・　各施設への情報提供の際に、受付できるメールアドレスを調査票様式で御報告お願いします。御担当者の変更などにより、メールアドレスが変更となる場合も随時、本様式で御報告をお願いします。
・　本市に新規施設先の入居に関する問い合わせがあった場合にお伝えする電話番号を御回答ください。電話番号が変更となる場合も随時、本様式で御報告をお願いいたします。
※　老人福祉法及び「有料老人ホーム設置者等からの報告の徴収について」(平成30年3月30日付け老高発0330第3号)により、地方公共団体は、御提出いただいた重要事項説明書等、各有料老人ホームのサービス内容を公表することが義務付けられております。そのため、本市においては、重要事項説明書を本市ホームページで公開する予定ですので、公開されることを前提に御報告いただきますようよろしくお願いいたします。
なお、公開されるにあたり記載内容を変更される場合は、変更前の普段使用されている重要事項説明書もあわせて御提出ください。
※　（２）～（６）の資料につきましては、ホームページでは公開はいたしませんが、情報公開請求等があった場合には、公開することとなります。
※　実地指導において、入居者に対して「重要事項説明書」等を開示していない事案が見受けられるとの指摘を受けております。また、本市に提出していただいた「重要事項説明書」と入居者にお渡しされている「重要事項説明書」の内容が異なる事案もあるとの指摘も併せて受けております。内容の整合性は元より、情報開示については、老人福祉法にも明記されておりますので、必ず遵守してください。

【老人福祉法第29条第7項】
　　　有料老人ホームの設置者は、厚生労働省令で定めるところにより、当該有料老人ホームに入居する者又は入居しようとする者に対して、当該有料老人ホームにおいて供与する介護等の内容その他の厚生労働省令で定める事項に関する情報を開示しなければならない。
（上記の「その他の厚生労働省令で定める事項」）

【老人福祉法施行規則第20条の5】
　　（中略）
　 十六　入居契約書及び設置者が入居を希望する者に対し交付して、施設において供与される便宜の内容、費用負担の額その他の入居契約に関する重要な事項を説明することを目的として作成した文書
３　提出方法

　■留意事項

· 各書類をそれぞれ、ＰＤＦ形式に変換してご提出ください。
· 重要事項説明書は、ホームページで公開しますので、可能な限り小さいファイルサイズにしていただきますようお願いいたします。
· 重要事項説明書は単独のＰＤＦデータとしてください。（決算書類と合体して一つのデータにはしないでください。）

· 御提出は、電子メールでお願いいたします。
　　■提出先メールアドレス　　　kaigo-seibi@city.kyoto.lg.jp
　　■件名
· 提出時のメール件名は、必ず、「サ高住の運営書類提出（施設名）」としてください。
４　提出期限　　令和７年９月１９日（金）
※　メールを受信した場合は、必ず介護ケア推進課の担当者からメールを返信します。
※　7開庁日経過後も、担当者からメールが無い場合は、架電連絡（075-222-3800）をお願い致します。
（お問い合わせ先）

〒６０４－８５７１

京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町４８８番地　京都市役所北庁舎４階
京都市保健福祉局健康長寿のまち・京都推進室介護ケア推進課
電話：０７５－２２２－３８００
（担当者）施設整備・支援担当　植田、荒木
